
＜講師紹介：髙橋 美清さん＞
　フリーアナウンサー時代に
インターネット上の誹謗中傷
被害により仕事を奪われ、生
活が一変し、出家をしました。
自身の経験を同じように苦し
んでいる人に役立てるために
支援活動を行っています。

ネット上の誹謗中傷ネット上の誹謗中傷
被害者支援相談窓口のお知らせ被害者支援相談窓口のお知らせ

インターネット上の誹謗中傷などの対策として
リテラシー向上講演会に参加しませんか

とき　３月２日（日）午後２時～３時30分（予定）
ところ　Ｊ

ジ ェ ス コ

ＥＳＣＯアリーナ渋川（子持社会体育
館）
内容　ラジオ体操第１･第２･みんなの体操のポイ
ント、テクニック、注意点などを中心に実技指導
を行います
講師　鈴木大輔さん、杉井勇介さん
対象　市内在住･在勤の人
参加料　無料（ラジオ体操指導員資格の取得を希
望する場合は、認定料2,000円がかかります）
参加方法　２月21日（金）までにスポーツ課に連絡
してください
持ち物　飲み物、動きやすい服装、室内運動靴
その他　｢ラジオ体操指導員｣の資格を取得できる
全国ラジオ体操連盟公認の講習会です。小学５年
生～高校生は、本講習会を受講すると｢ラジオ体操
ジュニア･リーダー｣の資格を無料で取得できます
　詳しくは、二スポーツ課（TEL㉒2241）へ。

　市は、一人一人が表現の自由に配慮しつつ、イ
ンターネットの恩恵を受けることができる社会の
実現を目指して、「渋川市インターネット上の
誹
ひ ぼ う

謗中傷等の防止及び被害者支援に関する条例」
に基づき、各種施策を実施しています。
　その取り組みの一つとして、インターネット上
の誹謗中傷に関する知識の向上を目的とする講演
会を実施します。
　詳しくは、本危機管理室（TEL㉒2130）へ。

とき　２月18日（火）午後２時～３時30分（予定）
ところ　金島ふれあいセンター
演題　諦めず生きる～一隅を照らす生き方につい
て～　
講師　髙橋 美

び せ い

清さん（照
しょうたいざん

諦山心
し ん げ つ い ん

月院尋
じ ん せ い じ

清寺住職）
定員　300人
参加料　無料
参加方法　当日直接会場へ

ラジオ体操講習会を
開催します

　

　

受付窓口　本危機管理室（TEL㉕8526）
受付時間　開庁日の午前８時30分～午後５時
15分
相談方法　対面、電話またはメール（shimins
upport@city.shibukawa.gunma.jp）で相談で
きます（対面での相談は事前に要予約）

ID　11921

ID　11937

　江戸から明治時代にかけての旧渋川村の人物
で、渋川郷学の学統の一人として位置付けられる
｢堀口藍

らんえん

園｣の関連資料を展示する顕彰展を開催し
ます。
　詳しくは、二生涯学習課（TEL㉒2500）へ。

とき　２月18日（火）
～27日（木）午前８
時30分～午後５時
15分（市役所閉庁日
は除く）
ところ　市役所本
庁舎市民ホール
その他　２月19日

（水）午後２時から、
本庁舎市民ホール
で開催セレモニー
を行います

堀口藍園顕彰展を
2月18日（火）から行います

　ID　11944

◀
堀
口
藍
園
の
墓
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不妊治療・不育症治療にかかる不妊治療・不育症治療にかかる
治療費の一部を助成します治療費の一部を助成します

　市は、不妊治療や不育症治療を受けている人の
経済的な負担を軽減するため、治療にかかった医
療費の一部を助成しています。
　今年度の申請は、３月 31 日（月）が期限となりま
す。忘れずに手続きを行ってください。
　詳しくは、二健康増進課（ ㉕1321）へ。
助成要件・内容・申請書類など　別表のとおり
申請先　市保健センター
※申請書類は、市保健センター窓口で配布または
市ホームページから印刷できます
ホームページ ID　11601

群馬県不妊・不育専門
相談センターのご案内

相談日時（予約制）　毎月第２・第４水曜
日午後２時～４時（祝日・年末年始を除
く）
ところ　群馬大学医学部附属病院（前橋
市昭和町 3-39-15）
費用　無料
予約方法　電話（027-220-8425）で申し込
んでください
予約受付時間　月～金曜日の午前９時～
午後４時（祝日・年末年始を除く）

◀�不妊治療
　助成は
　こちら

◀�不育症
　治療助成
　はこちら

各種制度の助成要件など
助成制度 不妊治療費助成※１ 不育症治療費助成

対象と
なる治療

特定不妊治療 一般不妊治療 不育症治療

体外受精・顕微授精 特定不妊治療以外の医師が認めた不妊
治療 医師が認めた不育症の検査や治療

助成要件

下記の①～④の全てを満たすこと
①法律上の婚姻関係にある夫婦
②本市に住所がある人（不妊治療費助成は本市に住所を有してから１年経過していること）
③医療保険加入者
④市税の滞納がない人

申請回数 １年度に２回（一連の治療を１回とす
る）

１年度に１回（４月から翌年３月まで
の治療をまとめて１回）

通算５回（一連の治療などを１回とす
る）

治療日の
有効期間

申請日の属する年度内またはその前年度内の治療（ただし特定不妊治療、不育症治療は、年度をまたぐ場合、治療終了
日を基準日とします）

助成内容
※２

１回の治療に要した治療費の自己負担
額の２分の１（１回当たり上限 10 万
円）

１年度間（４月から翌年３月まで）の治
療に要した治療費の自己負担額の２分
の１（上限５万円）

１回の治療などに要した治療費の自己
負担額の２分の１（１回当たり上限 30
万円）

申請時の
必要書類
など
※３

①助成金交付申請書兼請求書（様式第１号）
②医療機関受診証明書（様式第２号）
③当該治療費の領収書（原本）
④�夫婦両方の医療保険に加入していることが確認できる書類の写し（有効期限内の従来の保険証の写し、資格確認書の
写し、マイナポータルの健康保険証の資格情報画面を印刷したものなど）
⑤県の不育症検査費用助成を受けた場合は、県の承認決定通知書の写し

※１　同一年度内に特定不妊治療または一般不妊治療のどちらか一方の申請ができます
※２　県の不育症検査費用助成を受けた場合は、治療費の自己負担額から県の助成額を差し引いた残額を助成対象とします
※３　住民票・戸籍謄本などの書類が必要となる場合があります

（別表）
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